様式第１号の２（第７条関係）
事業計画書

１　事業概要
	事業の名称
	

	事業実施期間
	

	事業の背景・必要性
	



	事業の具体的な内容　（日時・期間・回数、実施場所・地域、ターゲット、活用する地域資源、入場料等、関係法令（※２）、事業実施のスケジュール等）

	


※１　要綱別表第１の事業区分２「既存観光コンテンツの磨き上げ」の場合、既存の観光コンテンツの何を、どのように磨き上げるのかを明確に記載すること。（磨き上げ要素を含まない単なる従前の事業の継続実施にあたると判断された場合、又は、交付決定後に磨き上げができないこととなった場合は補助金を交付しない。）
※２　関係法令とは、事業の実施に係る法的規制をいう。許認可の状況や警察・行政機関との協議状況を記載すること。
　　　　例：著作権法、商標法、食品衛生法、旅行業法、道路運送法、海上運送法、漁業法、道路交通法、不動産・動産所有者との使用許可など


２　広報
	ターゲットとなる観光客に観光コンテンツをＰＲするための広報媒体やプロモーション

	





３　安全対策
	地元住民や参加者等の安心・安全への配慮、参加者の傷害の発生等、問題発生時の対策

	





４　事業によって期待される効果
	具体的なＫＰＩ※
	①
	

	
	②
	

	
	③
	

	ＫＰＩの
検証方法
	①
	

	
	②
	

	
	③
	


※　事業により達成しようとする目標について、（集客人数、販売金額、地域経済への波及効果等、できるだけ定量的な目標）を３項目程度設定し、具体的に記載すること。（行が足りない場合は、追記して差し支えない。）

５　事業実施に係る業務の執行体制













６　今年度事業終了後の展望（翌年度以降の事業実施計画の内容、ＫＰＩ設定や財源の確保方法等を詳細に記載すること。）　

（１）翌年度

　①実施計画の内容








②前年度からの磨き上げ内容（何を、どのように磨き上げする計画か具体的に記載）








　③ＫＰＩ設定と検証方法








　④事業の財源（見込み）








（２）翌々年度

　①実施計画の内容








②前年度からの磨き上げ内容（何を、どのように磨き上げする計画か具体的に記載）








　③ＫＰＩ設定と検証方法








　④事業の財源（見込み）








